
                        

 1

 
第 ０ ８ － １ ３ ５ 号  
２００８年１０月３１日 

 

平成２１年３月期 第２四半期決算について 
 

ＡＮＡグループでは、本日１０月３１日（金）、平成２１年３月期 第２四半期決算の概況を取りまと

めました。詳細は別添の「第２四半期決算短信」をご参照ください。 
 
１．平成２１年３月期 第２四半期の連結業績 
（１）連結経営成績 
①概況 
  ・ 国際線旅客は、中国線の低迷や世界経済の減速に伴う欧米線のビジネス需要に陰り 
が見えるなかでも、増収となりました。また、アジア域内での旺盛な需要に支えられ、 
国際線貨物収入は好調に推移しました。 
一方、国内線旅客においては、総需要の低迷と厳しい競争環境を踏まえ、さらなる収

益力の向上に努めましたが、提供座席数減少もあり減収となりました。 
・ 費用面では、原油市況の高騰を受けて燃油費が大幅に増加しましたが、各種のコスト 
抑制に努めた結果、営業費用は７３億円の増加にとどまりました。 

これらの結果、当期の連結経営成績は、営業利益が４９８億円、経常利益は３９５億円、四半

期純利益は２２０億円となりました。 
                                                      単位：億円（億円未満は切り捨て） 

【連結経営成績】 平成２１年３月期 
第２四半期累計期間 平成１９年９月中間期 増減 

前年 
同期比

(%) 
営 業 収 入 ７，５３３ ７，６３２ ▲ ９９ ９８．７ 
営 業 費 用 ７，０３４ ６，９６１ ７３ １０１．０ 
営 業 利 益 ４９８ ６７０ ▲１７２ ７４．３ 
営 業 外 損 益 ▲  １０３ ▲  １０３ ０ ―― 
経 常 利 益 ３９５ ５６７ ▲１７２ ６９．６ 
特 別 損 益 ▲    ８ １，１２０ ▲１，１２８ ―― 
四半期（中間）純利益 ２２０ １，０５５ ▲８３４ ２０．９ 

 
単位：億円（億円未満は切り捨て） 

平成２１年３月期 
第２四半期累計期間 平成１９年９月中間期 増減 

【セグメント情報】 
売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益 

航 空 運 送 事 業 ６，６６８ ４８２ ６，６６１ ６２７ ７ ▲１４５ 
旅 行 事 業 １，０２４ ２ １，１３９ １８ ▲１１４ ▲１６  

そ の 他 の 事 業 ７４８ １１ ９７３ ２５ ▲２２５ ▲１３ 
※連結子会社７７社  持分法適用非連結子会社５社 持分法適用関連会社１８社 
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②国内線旅客事業 
・ 航空需要が全般的に低迷し、競合他社や他交通機関との競争が一層激化する中、需
給適合の強化や低燃費の新型機材の導入、路線ネットワークの再編を図り、収益力

の向上に努めました。 
・ 営業面においては、「ビシネスきっぷ」などの新運賃設定による価格競争力の強化や、
夏期多客期における「旅割」設定便の大幅拡大など、プレジャー需要の喚起を図りまし

た。 

結果として、４月の運賃改定および需要動向に応じた各種施策により旅客単価は向上しまし

たが、提供座席数を抑えるなかで旅客数が減少し、売上高は前年同期実績を下回りました。 

（売上高の億円未満は切り捨て） 

【国内線旅客事業】 平成２１年３月期 
第２四半期累計期間 平成１９年９月中間期 増減 前年 

同期比(%) 
売上高（億円） ３，７２５ ３，８１２ ▲８６ ９７．７ 
旅客数（千人） ２２，２８１ ２３，０３６ ▲７５４ ９６．７ 
座席キロ（百万座席キロ） ３０，４５２ ３１，６９９ ▲１，２４６ ９６．１ 
旅客キロ（百万人キロ） １９，５４２ ２０，１６７ ▲６２４ ９６．９ 
利用率（％） ６４．２ ６３．６ ０．６ － 

 

③国際線旅客事業  
・ 欧州線を中心とするビジネス需要やアジア路線のプレジャー需要が堅調に推移したも
のの、北米、中国路線ではサブプライムローン関連や食の安全の問題などもあり低調

な展開となりました。加えて、期後半における世界経済の急激な減速により、ビジネス

需要はさらに鈍化しております。 
・ このような状況の中でも、４月より開設した羽田＝香港線の平均利用率が約８０％と好
調に推移しました。 
・ 営業面においては、４月搭乗分より設定した「スーパーエコ割」が個人旅行需要を取り   
込み、旅客数の増加に大きく貢献しました。 

結果として、旅客数は前年同期実績をやや下回りましたが、燃油特別付加運賃（燃油サーチ

ャージ）改定により旅客単価は向上したことから、売上高は前年同期実績を上回りました。 

（売上高の億円未満は切り捨て） 

【国際線旅客事業】 平成２１年３月期 
第２四半期累計期間 平成１９年９月中間期 増減 前年 

同期比(%) 
売上高（億円） １，６５６ １，６２１ ３５ １０２．２ 
旅客数（千人） ２，３３５ ２，４２４ ▲８８ ９６．３ 
座席キロ（百万座席キロ） １４，２２７ １４，１１２ １１４ １００．８ 
旅客キロ（百万人キロ） １０，３７６ １０，７６４ ▲３８７ ９６．４ 
利用率（％） ７２．９ ７６．３ ▲３．３ － 
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④貨物事業 
・ 国内線は、４月から運賃体系を改定したことにより、収入単価の改善と低需要時間帯
の販売が増加し、収益性が向上しました。 
・ 国際線は、日本発の輸出貨物が伸び悩んだものの、アジア・中国発北米・欧州向けや
アジア域内流動貨物を積極的に取り込み、北米・欧州発日本向け貨物も増加しました。

さらに、国際エクスプレス事業の新会社であるオールエクスプレスの営業開始や、旅

客機から改修したボーイング７６７型貨物専用機を世界で初めて導入するなど生産規

模を拡大しました。 
  
結果として、国内線、国際線ともに輸送重量、売上高ともに前年同期実績を上回りました。 

（売上高の億円未満は切り捨て） 

【貨物事業】 平成２1年３月期 
第２四半期累計期間 

平成１９年９月 
中間期 増減 前年 

同期比(%) 
売上高（億円） １６５ １５０ １４ １０９．８ 
輸送重量（千トン） ２３５ ２２５ １０ １０４．５ 国内線 
輸送量（百万トンキロ） ２２９ ２１７ 1１ １０５．５ 
売上高（億円） ４１４ ３４２ ７１ １２０．９ 
輸送重量（千トン） １９７ １５９ ３８ １２４．２ 国際線 
輸送量（百万トンキロ） ９１５ ７７７ １３７ １１７．７ 

 
（２）連結財政状態 
・ 資産の部では、資金運用に伴う譲渡性預金などが増加する一方で、航空機の更新に伴い

固定資産が減少しました。 
・  有利子負債は、新規の借入及び社債の発行により７５９億円増加しました。 
・ 自己資本は、４億円増加の４，５３４億円、自己資本比率は前期末と同様２５．４％となりま

した。また、Ｄ／Ｅレシオは１．９倍となりました。 

（億円未満は切り捨て） 

【連結財政状態】 平成２１年３月期 
第２四半期 平成２０年３月期 増減 

総資産（億円） １７，８１９ １７，８３３ ▲１４ 
自己資本（億円）  （注１） ４，５３４ ４，５２９ ４ 
自己資本比率（％） ２５．４ ２５．４ ０ 
有利子負債残高（億円） （注２） ８，４３８ ７，６７８ ７５９ 
Ｄ／Ｅレシオ（倍） （注３） １．９ １．７ ０．２ 

注１：自己資本は純資産合計から少数株主持分を控除しています。 

注２：有利子負債残高にはオフバランスリース負債は含みません。 

注３：D／E レシオ＝有利子負債残高÷自己資本 
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（３）連結キャッシュ・フローなどの状況 
・ 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当四半期純利益に、減価償却費や 
税金の支払などの調整の結果、２６４億円の収入となりました。 
・  投資活動によるキャッシュ・フローは、航空機関連の投資を行った結果、４３４億円の支
出となりました。 
・  財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済を進める一方、新規の借入や社債
発行により資金調達を行った結果、５５９億円の収入となりました。 

単位：億円（億円未満は切り捨て） 

【連結キャッシュ・フローなど】 平成２１年３月期 
第２四半期累計期間 平成１９年９月中間期 

営業活動によるキャッシュ・フロー ２６４ １，１１５ 

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲４３４ １，３０２ 

財務活動によるキャッシュ・フロー ５５９ ▲１，０１６ 

現金および現金同等物期末残高 ２，１９０ ３，１２６ 

減価償却費 ５５３ ４６４ 

 
 
２．通期の見通し 
・ 当初予想していなかった世界規模での景気減速により、航空需要全体の急激な減少が明ら
かとなっております。 

  ・ 需要の減少に伴う収入減に対応すべく、各種コスト削減に取り組んでまいりましたが、直近の 
需要の落ち込みは期初に発表した業績予想の前提を大きく超えるものとなっております。 
・ 上記の厳しい環境に対応するため、当社は今後、緊急のコスト削減対策を実施し、あらゆる 
分野において削減可能な費用の洗い出しを進め、収益へ与える影響を最小限にとどめる対

策を講じます。加えて、各種営業施策の展開により、増収に努めてまいります。 
 
   かかる状況から、あらためて今後の見通しについて精査した結果、業績予想を下記のとおり 
変更いたします。 

単位：億円（億円未満は切り捨て） 

【平成２１年３月期見通し】 修正予想 
 

期初予想 
 

 
増減 

 

前年実績 
（平成２０年３月期） 増減 

営 業 収 入 １４，６００ １５，１００ ▲５００ １４，８７８ ▲２７８ 
営 業 利 益 ５５０ ８００ ▲２５０ ８４３ ▲２９３ 
経 常 利 益 ２９０ ５２０ ▲２３０ ５６５ ▲２７５ 
当 期 純 利 益 １７０ ２７０ ▲１００ ６４１ ▲４７１ 

 

以 上 


